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今年度要求のポイント

マスタープラン

施策番号
1 4 局・課名

区分
その他一般施策

整理番号 07 - 038
マスタープラン
３つの挑戦

－ 市民人権局・同和行政課

(単位　千円)

19,333

平成23年度予算額 平成24年度要求額

人権部へ移管

30

25,207 25,207×1式=25,207千円

26,076

項目

近年発覚した土地差別調査事件やインターネットを利用した悪質な差別事件など、人間の
尊厳を侵害する事象が跡を絶たず、いまだ同和問題が解決したとはいいがたい状況の中、
堺市人権地域協議会事業補助金については、内容を精査した結果同額要求とする。また、
H24年度より（財）大阪府人権協会分担金から移行予定の大阪府啓発事業等実施負担金に
ついては人権部へ移管。

23年度予算

　H　～　H　　 全体事業費

その他事務経費 623

27,156

内容・積算等24年度要求額

平成22年度決算額

839

事業の継続実施

【今後（25年度～）】

その他　特記事項スケジュール（経過及び今後展開）

その他

【経過（～23年度）】

27,156

【24年度】

同和問題解決のための施策に係る関係機
関との連絡調整並びに統計調査に関する
こと。

26,076

事業の継続実施

合計

　同和問題の解決を図るための施策実施にあたり、各種業務運営の円
滑化及び効率化のため、関係機関及び庁内関係部局との連絡調整を行
うとともに、本市における同和問題の解決をはじめ、あらゆる人権施
策に協力し、差別のない人権尊重のコミュニティの実現に寄与するた
めの事業を行う機関として堺市同和行政基本方針に位置づけられた堺
市人権地域協議会に対し事業費を補助する。

1,296 0

25,207

大阪府啓発事業等実施負担金

事業内容

堺市人権地域協議会事業補助金

研修会等参加負担金 30

主な要求内容 （単位：千円）

本市においては、「同和問題の解決は、国の責務であり、同時に国民的課題である」との国の同和対策審
議会答申を踏まえ、同和問題解決のための取組みを実施してきた。その結果、住環境の整備、地区住民の
生活の安定・向上など着実な成果を上げてきたが、いまだ教育、啓発、就労等残された課題があり同和問
題が解決されたとはいえない状況にある。このような中、堺市同和行政基本方針に基づき、引き続き、人
権尊重の視点にたち、一般施策を総合的かつ計画的に活用し、同和問題の早期解決を図る。

関連事業

事 業 名 同和行政課経費

同和問題解決のために行う一般施策

事 業 費

事業期間

事業目的


